
問1 ×

　官製談合防止法が対象としている発注機関は，次のとおりです。
①　国
②　地方公共団体
③　国又は地方公共団体が資本金の２分の１以上出資している法人
④　特別の法律により設立された法人のうち，国又は地方公共団体が法律により，常時，
発行済株式の総数又は総株主の議決権の３分の１以上に当たる株式の保有を義務付け
られている株式会社（③及び④の法人を「特定法人」という。）
　なお，国と地方公共団体の出資を合計して２分の１以上となる法人も対象となります。
　ただし，上記③及び④の特定法人が更に出資している株式会社等については，たとえ特
定法人の出資が２分の１以上であったとしても対象となりません。

問2 ×

官製談合防止法の適用対象には，一般競争入札及び指名競争入札のほか，随意契約の
うち，複数の事業者を指名して見積りを徴収し，当該見積りで示された金額を比較して契
約先を決定する形態のもの（指名見積り合わせ）等も含まれます。このような形態の随意
契約は，実質的に競争入札と変わるところがなく，公正取引委員会においても従来から競
争入札と同様のものとして扱っています。

問3 ×

官製談合防止法では，職員が入札談合等（競争により相手方を選定する方法により行う
契約の締結に関し，参加事業者が他の事業者と共同して受注予定者を決定する等によ
り，独占禁止法に違反する行為〔第２条第４項〕）に関与する行為として，①談合の明示的
な指示，②受注者に関する意向の表明，③発注に係る秘密情報の漏えい及び④特定の
談合の幇助の４類型を，第２条第５項第１号から第４号において定めています。

問4 ×

　公正取引委員会は，受注者である事業者側に対する入札談合の調査の結果，入札談
合等関与行為があると認めるときは，発注機関に対し，その排除のために必要な改善措
置を要求することができます。当該要求を受けた発注機関は，自ら事実関係を調査し，必
要と認める改善措置を講じなければなりません。発注機関が行った調査の結果及び講じ
た改善措置の内容については，公表するとともに，公正取引委員会に通知しなければな
りません。

　（参考）　発注機関において講じる改善措置の具体的内容
　入札及び契約に関する事務に係る改善措置については，発注機関が自らの調査結果に
基づき再発防止のため講じるものです。このため，問題となった事案の内容や当該発注機
関が採用している入札・契約制度等により具体的な措置内容は異なるものと考えられます
が，例えば，次のような措置が挙げられます。
① 組織内部における内部規則の見直し・職員への周知徹底
② 入札・契約に関する第三者による監視機関の設置
③ 入札に関する情報管理の徹底
④ コンプライアンス担当部署の設置　等

問5 ○

　発注機関は，入札談合等関与行為を行った職員に対して，賠償責任の有無等を調査の
上，故意・重過失がある場合には，速やかに損害の賠償を求めなければならないこととさ
れています。また，発注機関の行った賠償責任の有無等の調査の結果については公表し
なければならないこととされています。（第４条）
　発注機関は，当該職員の行為が懲戒事由に該当するかどうか調査しなければならない
こととされています。また，この調査の結果については公表しなければならないこととされ
ています。（第５条）なお，本規定で発注機関に義務付けられているのは調査及び調査結
果の公表までであり，処分を行うか否かは発注機関の任命権者等の裁量に委ねられてい
ます。
　したがって，入札談合等関与行為を行った職員は，発注機関の調査の結果，発注機関
から，損害賠償請求や懲戒処分を受けることがあります。
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問6 ×
　事業者による入札談合等を行わせる行為は，入札談合等関与行為の１つである「談合
の明示的な指示」（第２条第５項第１号）に該当します。

問7 ×

　例えば，受注者を指名又は受注を希望する事業者名を教示することは，入札談合等関
与行為の１つである「受注者に関する意向の表明」（第２条第５項第２号）に該当します。
　本問のように，発注者側に△物件を受注させる意図がある場合だけでなく，たとえそのよ
うな意図がなかったとしても，事業者からは意向の表明を受けたと取られるおそれがあり
ますので，適切な対応とはいえません。
　なお，信用確実な業者に発注し，品質を確保するといった目的があったとしても，入札談
合等関与行為が正当化されるものではありません。

問8 ○

　入札談合等関与行為の１つである「発注にかかる秘密情報の漏えい」（第２条第５項第３
号）における「情報」とは，以下の２つの条件を満たすものです。
　①　特定の事業者又は事業者団体が知ることにより入札談合等を行うことが容易となる
情報であること
　②　秘密として管理されているものであること
　本問のような，組織内の正式な手続に則って既にウェブサイトで公表している情報は，
一般的に，秘密として管理されているものではないと考えられるため，単に当該ウェブサ
イトの掲載場所を教示するのみであれば，入札談合等関与行為（発注に係る秘密情報の
漏えい）には該当しません。
　なお，発注に係る秘密情報については，官製談合防止法の適用の有無にかかわらず，
外部に漏えいすることのないよう厳格に管理することが必要であることはいうまでもありま
せん。

問9 ×

　入札談合等関与行為の１つである「特定の談合の幇助」（第２条第５項第４号）は，特定
の入札談合に関し，①事業者等からの依頼を受け又は自ら働きかけ，②職務に違反し
て，③入札談合を容易にする目的で行う幇助行為をいいます。例えば，入札談合等を行
いやすくするために事業者にとって都合のよい事業者を入札参加者等として指名したり，
入札参加条件を恣意的に設定したりする行為が該当します。
　なお，地場産業の振興，中小企業対策といった政策目的に基づいて発注方法の選定・
入札参加資格の設定等を行ったことをもって，本号の規定が適用されることはありませ
ん。
　本問の場合，地元業者同士での談合を円滑に行うための地元業者からの働きかけに
対して発注機関職員が応じているものであり，地場産業の振興や中小企業対策の観点か
らの一般的な政策目的である事情は認められず，①事業者等からの依頼を受け，②職務
に違反して，③入札談合を容易にする目的で行う幇助行為として，「特定の談合の幇助」
に該当すると考えられます。

問10 ×

　特定の事業者に対する秘密情報の漏えいは，事業者による独占禁止法違反行為がな
くても，職員による入札等の妨害（第８条）とされる場合があります。実際に，特定の事業
者に契約可能な金額を漏えいしたとして違反とされた事例等があります。
　なお，事業者による独占禁止法違反行為が前提となっている場合に，例えば，本問のよ
うに事業者から示された（積算）金額に対し，予定価格が当該（積算）金額に比して高額又
は低額であることを教示することは，「発注に係る秘密情報の漏えい」に該当します。（問8
の解説を参照。）

　（参考）　職員による入札等の妨害（第８条）について
　発注機関職員が，発注機関が入札等により行う契約の締結に関し，その職務に反し，入
札談合を唆(そそのか)すこと，予定価格その他の入札等に関する秘密を教示すること又は
その他の方法により，当該入札等の公正を害すべき行為を行ったときは，５年以下の懲
役又は２５０万円以下の罰金に処されることとされています（第８条）。
　「入札談合等関与行為」は，①談合の明示的な指示，②受注者に関する意向の表明，③
発注に係る秘密情報の漏えい及び④特定の談合の幇助の４類型が定められていますが，
「職員による入札等の妨害の罪」は，職員が，職務に反し，入札談合を唆すこと等により，
入札等の公正を害すべき行為を行うことが処罰の対象となっており，行為の態様が上記
の４類型に限定されているわけではありません。
　本規定は，独占禁止法違反行為の存在を前提としたものではありませんので，公正取
引委員会の行う入札談合等に関する調査が契機となる場合に限定されず，捜査機関（検
察・警察）が独自に探知して捜査が開始される場合もあります。
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